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日経関発第0 2－0 8 0 5号

原

債 権 管 理 課 長

拝啓　時下ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。
　本会の事業活動には、平素より格別のご支援ご協力を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、地方分権の進展や市民の権利意識の高まりに伴い、地方自治体をめぐる訴訟は増加しております。この
ような状況の中、各自治体の法務担当者・訟務担当者は、争訟処理能力の向上と紛争解決に関する実務知識がま
すます求められています。また、裁判にあたっては訴訟代理人（弁護士）との連携が必要であり、業務を円滑に
進めるためには、裁判の手続きを押さえたうえでの対応が不可欠です。
　そこで本講座では、新任担当者および訴訟事務について再確認をしたい担当者を対象に、自治体訴訟の基礎を
わかりやすく実務に即して解説いたします。
　公務ご多忙の折りとは存じますが、この機会に多数の方々のご参加をお願い申しあげます。　

敬　具　

地方自治体における訴訟手続と訴訟実務
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※宿泊料は変更になる場合がございます。

令 和 2 年 4 月 6 日
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古田　  隆神戸市保健福祉局　監査指導担当部長
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※下記料金に別途、
　宿泊税が加算されます。



【１日目】自治体職員の目から見た訴訟実務（担当：古田氏）
　１．訴え提起をされた場合の対応
　　（1）訴状への対応　　　　　（4）和解勧告　　
　　（2）期日の傍聴　　　　　　（5）判決対応
　　（3）証人尋問・本人尋問　　（6）控訴審・上告審

～講師から～
　訴状は突然届きます。顧問弁護士がいる自治体でも、職員が
まず対応すべき事項があります。また、職員が証人となる場合
には必要な内部手続があります。和解や上訴に当たっては議会
の議決を得る必要があります。こうした自治体職員として必要
な応訴対応をご説明します。

　
　２．訴え提起等をする場合の対応
　　（1）職員だけで訴え提起等を行う場合
　　（2）弁護士に委任する場合

～講師から～
　滞納の問題を抱えていない自治体はありません。強制徴収で
きる地方税などと異なり、給食費、学童保育料、各種貸金の償
還金、多くの施設の使用料等は民事手続をとらなければいけま
せん。しかし、各滞納額が多額とはいえない場合、弁護士に委
任するとコストがかかりすぎてしまうので、職員だけで訴え提
起等をすることも考えなければなりません。このほか、土地建
物の明渡請求など必要な提訴等の対応をご説明します。

　
　３．その他

～講師から～
　１．２のほか、住民訴訟特有の対応、職員個人が訴えられた
場合の対応、争訟事務と文書審査事務の一体的対応などについ
てお話しします。

【２日目】弁護士の目から見た訴訟実務（担当：藤原氏）
　１．法による解決の仕組み
　　（1）法律による解決
　　（2）結論が、必ずしも 1つではない理由

～講師から～
　法律家は、法的三段論法という手法を用いて、紛争の解決に
あたっています。法的三段論法を用いるにあたって必要となる
「法の解釈」や「事実のあてはめ」といったことを説明しながら、
法による解決の仕組みをお話します。

　２．訴訟手続の流れ
　　（1）訴訟提起（訴訟提起の際の検討事項）
　　（2）第１回口頭弁論期日
　　（3）弁論期日
　　（4）弁論準備期日
　　（5）証拠調べ期日
　　（6）判決、判決後対応

～講師から～
　訴訟の結論となる判決を得るまでには、訴えの提起、口頭弁
論、証拠調べ手続といった過程を経る必要があります。訴訟に
おける各過程において、知っておくべき基礎知識を説明すると
ともに、訴訟の対応については、弁護士に依頼するとしても、
自治体職員としてどのような関与が可能か、弁護士がどのよう
な援助を求めているかを弁護士の目から見てお話しします。

　３．事実認定の仕組み
　　（1）証拠裁判主義（証拠による事実の認定）
　　（2）証拠による事実認定の仕組み
　　（3）証拠方法の全体像（５種類の証拠方法）
　　（4）人証の証拠調手続
　　（5）物証の証拠調手続
　　（6）立証責任

～講師から～
　裁判においては、基本的には、証拠により認定できる事実の
みを前提として、判断がなされます。ところが、事実を認定す
る証拠は、訴訟の対応にあたっている弁護士の周りにあるわけ
ではなく、現場で活動されている自治体の職員の皆さんの周り
にこそあるのです。そこで、証拠による事実認定の仕組みをお
話しし、証拠集めに役立てていただきたいと思います。

　４．訴訟を見据えた事前の対応
　　（1）陳述書
　　（2）証人尋問について

～講師から～
　訴訟は、予期せず皆さんの担当課でも、生じるかもしれません。
そうした事態に備えて日頃からできることはないか、さらには、
そうした事態になって、証人となった場合、どのようなことを
考える必要があるか等を説明します。

※民事訴訟法が掲載されている小六法をご持参ください。
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「地方自治体における訴訟手続と訴訟実務」参加申込書（4771）

神戸市保健福祉局　監査指導担当部長

神戸中央法律事務所副所長　弁護士

　神戸市入庁以来、通算24年自治体法務に従事。外郭団体への派遣人
件費に係る住民訴訟（最高裁平成24年4月20日判決）、空港建設や保育所
の民間移管に係る訴訟など多数の訴訟に関与し、債権回収訴訟や一部の
行政事件訴訟などでは指定代理人もつとめた。修士（学術）。庁内研修のほ
か、甲南大学法科大学院や岡山大学法科大学院の研究会などでも講師を
経験。また、「判例地方自治」（ぎょうせい刊）では「はんれい最前線」を藤
原弁護士と共同執筆している。

　平成13年に弁護士登録。甲南大学法科大学院准教授。平成28年
度兵庫県弁護士会副会長。神戸中央法律事務所入所以来、現在まで
神戸市、兵庫県などの自治体から数多くの訴訟や相談案件を受任して
いる。平成22年度から平成26年度まで、神戸市の非常勤嘱託の法務
監理役に就任し、庁内からの相談、議案等重要文書の審査のほか、
庁内向けセミナーの講師をさまざまなテーマで実施。また、「判例地方自
治」（ぎょうせい刊）では「はんれい最前線」を神戸市の古田氏と共同
執筆している。

古田　　隆


